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事業概略書 

事 業 名 法人後見の取り組み推進についての研究 

事 業 目 的 
 本事業では法人後見の実施を検討している社会福祉法人等の取組の推進に資す

るよう、法人後見実施のポイント案をまとめることを目的として実施した。 

事 業 概 要 

 有識者及び関係団体を集めて有識者検討委員会を組成し、次のヒアリング調査

を行った。 

「ヒアリング調査」では、法人後見を実施している社会福祉法人や、今後実施を

検討している社会福祉法人を対象としたヒアリングを実施した。調査項目は、法

人後見を開始した経緯や後見等の実施体制といった法人全体に関する内容と、被

後見人等の個別ケースに関する内容について設計した。 

ヒアリング調査結果を踏まえ、法人後見の取り組み推進について、有識者からの

意見をもらいつつとりまとめを行った。 

事業実施結果 

及び効果 

 本年度調査では対象となる法人が少なかったことや、その中でも平常想定しに

くい経緯で受任に至った法人が含まれていたことから、本年度調査結果からは社

会福祉法人一般に適用できる、後見推進のポイントを抽出することは困難と判断

された。 

 そのため、考察という取りまとめではなく、委員会で各委員から個別に示され

た、社会福祉法人が後見等を実施していくために検討が必要と考えられるポイン

トについて、掲載した。 

 本調査結果については、当事者の親の会、事業者、社会福祉士会、弁護士会、

司法書士会の各３視界からの意見の他、最高裁、法務省による内容確認が行われ

たうえでの結果となっており、法人後見の推進について、それぞれの団体の見解

をそれぞれ掲載した内容となっているため、今後の施策を検討する上で参考にな

ると考えられる。 
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